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　平成２３年３月１１日に発生した東京電力福島
第一原子力発電所の事故においては、平成１１
年のJCO事故を契機に締結した「原子力災害
時における原子力事業者間協力協定（以下、
「協定」と略）」に基づき、原子力事業者（東
電を除く電力８社、日本原電、電源開発及び
日本原燃）は、住民の皆さまの一時帰宅等の
際の放射能スクリーニング検査、福島県内各
地の環境放射線モニタリング等を実施した。
これまで一日で最大約３００人、延べ６万人の
人員を派遣し、全面マスク、タイベックスー
ツなどの放射線防護機材や、放射線量の計測
器（GMサーベイメータ約１００台、個人線量計
約６００台）など、復旧作業に必要な物資を提供
した。
　支援の規模が大きかったことから、平成２３
年４月には電気事業連合会に福島支援本部を
設置し、これら支援業務の電力間調整等を
行った。なお、協定については、これら福島
第一原子力発電所事故の対応実績等を踏ま
え、住民避難支援を明記し、要員、提供資機
材を拡大するなど、随時充実してきていると

ころである。
　一方で、福島第一原子力発電所事故では対
応できなかった原子力事故の収束活動そのも
のへの支援の取り組みとして、日本原電敦賀
総合研修センター内に原子力緊急事態支援セ
ンターを設置しており、原子力災害が発生し
た場合には、偵察用、作業用ロボット、除染
資機材を送り込めるよう配備するとともに、
その操作の訓練を実施して、事故を起こした
事業者の収束活動を支援することにしてい
る。なお、２０１５年度には、福井県を拠点に、
本センターを発展させて本格運用組織を設置
する予定である。
　原子力発電所等の安全確保については、新
規制基準に的確に対応することはもとより、
更なる安全性向上を目指し、自主的・継続的
な取り組みを進めているが、「絶対的な安全
はない」との考えのもと、このような防災対
策についても、業界一丸となって取り組み、
原子力の安全性について、立地地域をはじ
め、広く社会の皆さまにご理解いただけるよ
う努力を積み重ねていく所存である。
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第27回原子力施設デコミッショニング技術講座の開催

情報管理部

　当センターは、第２７回原子力施設デコミッショニング技術講座を去る１０月３１日（金）東京赤
坂の三会堂ビル石垣記念ホールにて開催しました。特別講演を含む７件の講演に、これまでの
最大数に並ぶ８３名が参加され、熱心に講演を拝聴され、また、活発な質疑応答にも加わって下さ
いました。首都圏以外からも多数の方が参加され、全国的に廃止措置及び放射性廃棄物の技術
と動向及び福島の環境回復技術に深い関心を持っておられる方が多いことが分かりました。各
講演者は内容を分かり易く説明され、また資料は大変きれいなものであり、ご参加の皆様の理
解を助けるものでした。本講座を有意義なものとしていただいた講師及び参加者のご協力に感
謝いたします。以下に、簡単に講演内容を紹介します。

　最初の特別講演では、東京電力（株）福島
第一廃炉推進カンパニーの高儀部長から福島
第一で進められている廃炉・汚染水対策に関
する取り組みについて、各プラントにおける
作業の状況、地下水対応と汚染水中の核種除
去性能の高度技術の投入、原子炉内の燃料デ
ブリ取出し準備のためのプラント調査、労働
安全のための施設の整備等について詳細な現
場状況が紹介されました。きわめて厳しい作
業環境下で毎日６千人の作業者が働いている
こと、また、活動の実態が外部には見えにく
いが、可能な限りサイトの情報を発信してい
きたいと、特別講演を締めくくられました。
　廃止措置プロジェクトに関しては、３件の
講演が行われました。まず、日本原子力発電
（株）苅込調査役から、東海発電所のこれまで
の廃止措置実績と中間熱交換器の遠隔解体の
実績について紹介があり、さらに、原子炉領
域の解体に向けた今後の活動及び各過程で発
生する低レベル廃棄物の管理方法、特にL３廃
棄物のサイト内埋設の可能性、解体廃棄物の
クリアンスの現状について説明されました。
第２の講演は、（独）日本原子力研究開発機構
（JAEA）の原子炉廃止措置研究開発センター
の忽那副主幹からで、ふげん発電所の廃止措

置の進捗状況の紹介がありました。プラント
汚染除去作業と解体工事概要について、ま
た、カランドリアタンクの解体に向け線量評
価用のサンプル採取方法や解体工法の検討状
況を、さらに、クリアランス作業についての
講演を頂きました。両原子炉共に廃止措置が
進捗し、原子炉領域の解体が視野に入ってき
たように思われます。
　第３の講演は、JAEA那珂核融合研究所
JT-６０本体解体チームの岡野サブリーダから
で、放射線障害防止法の規制下で最大規模の
廃止措置を完遂した臨界プラズマ核融合試験
装置JT-６０解体のプロセスに沿って各段階の
解体内容が詳細に説明されました。JT-６０は
同規模の英国の「JET」に次いで解体された
プラズマ試験装置であるが、技術と工法は
JAEAが独自に検討したものです。
　当センターからは、２件の講演を行いまし
た。一つは諸外国の廃止措置と低レベル放射
性廃棄物処分の現状と今後の方策について、
もう一つはウラン廃棄物の埋設処分の際に必
要となる高精度のウラン濃度測定法の開発に
ついて報告しました。
　前者は、世界の発電炉の廃止措置動向と
中・低レベル廃棄物の各国の課題と処分対応
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についての調査内容を紹介し、諸外国の動き
は廃炉時代を迎えた我が国の低レベル廃棄物
全体の合理的処分において参考になるものと
思います。後者では、従来の方法よりもパッ
シブγを用いた本測定法は高精度であること
を数値計算結果をもとに報告しました。
　最後に、今年の注目技術紹介では、放射線

防護具の軽量化技術を保有する（株）リカナ
ル殿及び熱分解炉を用いた指定廃棄物等の処
理技術を開発している（株）EEN殿から興味
ある開発実績が紹介されました。今後積極的
に応用、利用され、環境回復への貢献及び放
射線作業下での作業者の安全確保に大いに寄
与するものと期待されます。

講演中の会場の様子（石垣記念ホール）
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廃棄物処理事業の進捗状況

廃棄物処理事業推進部

　RANDECでは、大学・民間等の低レベル放
射性廃棄物を対象に、廃棄物を集荷、開梱・
分別して埋設用廃棄体の製作を行う廃棄物処
理事業の調査を平成２０年度から開始し、平成
２５年４月からはこの事業を主要業務とする公
益財団法人として再発足致しました。廃棄物
処理事業は、独立行政法人原子力研究開発機
構（原子力機構）が建設を予定している埋設
施設に対応した廃棄物処理を実施する事業で
あり、原子力機構と連携・協力しながら準備
を進めています。
　当初は、平成２５年度頃に原子力機構が埋設
施設の立地を決定する計画でしたが、東日本
大震災とそれに続く東京電力福島第一原子力
発電所の事故により、計画通りに実施できな
い状況となっております。しかし、平成２６年
２月の文部科学省「研究施設等廃棄物作業部
会」に於いて、原子力機構より平成２０年代末
頃の立地決定を目標との発言＊があり、
RANDECの廃棄物処理施設も同時期に立地
決定すべく活動しております。立地決定後
に、廃棄物処理施設の基本設計・詳細設計・
事業許可申請を経て、施設の建設・試運転の
後、平成３０年代中期以降に大学・民間等の廃
棄物の受け入れと処理を開始する計画です。
本計画に基づき、本年度は、主要な民間廃棄
物発生事業者５社（旭化成㈱、住友金属鉱山
㈱、㈱日立製作所、NDC㈱、三菱マテリアル

㈱）からの支援を受け、下記の項目を検討し
ています。
　①事業の収支計画と資金計画
　②施設の概念設計と輸送などの調査検討
　③ウラン等の核種の計測手法の開発
　④廃棄物処理施設の立地活動
　これらの項目はいずれも事業準備に向けて
必須の項目であり、事業許可申請に向けて明
確にすべきものであります。資金計画につい
ては、公益事業として推進するための制約を
考慮した具体的な方法の立案、施設の概念設
計では、施設の規模と建設予算を決定するた
めの主要設備の検討、ウラン計測では、２００狩
ドラム缶外部からウラン内容物量を計測する
合理的な計測手法の検討を進めています。立
地活動につきましては、埋設施設の立地を進
めている原子力機構と緊密な情報交換と連携
協力を進めていきます。
　本事業は、原子力機構の進める研究施設等
廃棄物の埋設施設の立地・建設、RANDECの
進める廃棄物処理施設の立地・建設が同時に
進行する必要があります。原子力への逆風が
続いておりますが、廃棄物発生事業者の方々
からのご支援が不可欠でありますので、ご支
援の程宜しくお願い致します。

＊原子力科学技術委員会「研究施設等廃棄物作業部会
（第１１回）」議事録、平成２６年２月１７日、文部科学省
ホームページ
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　環境省の平成２６年度除染技術実証事業の公
募に上記題目で次に示す６者がグループを構
成し、応募して採択された。グループメン
バーは、（株）日本プラント建設、（株）EEN、
浪江町ふるさと再生課、（株）検査開発、（有）
野地建設、原子力バックエンド推進センタ―
である。当センタ―は計画立案、放射線管理
及び試料熱分解の評価解析、廃棄物の取り扱
い等の分野で実証事業に参画した。２０１４年８
月以降、１１月までの期間に現地試験を終え、
１１月中旬までに報告書案作成、２０１５年１月に
技術説明会で審議が予定されている。
　ここで処理困難廃棄物とは、避難指示区域
に残置された「鉛含有の漁網、塩ビ類、高分
子樹脂材料等から成る混合廃棄物」と定めて
いる。使用する災害廃棄物処理技術は、
EEN社が所有する「廃棄物の窒素雰囲気内に
おける熱分解法」である。この技術は、熱分
解室へ処理する試料を装荷し、空気雰囲気を
窒素ガスに十分に置換した後、２００℃ まで昇
温し水分等を除去し、次に試料の熱分解温度
で数時間程度維持する。この場合、試料に応
じて４５０℃ ～９００℃ の領域で温度を定め試料を
熱分解させ、試料類をガス化し、減容と重量
減少を実現する。技術の特徴は、試料に付着
しているセシウム元素がガス相へほとんど飛
散しないこと、熱分解した炭素リッチの残渣

化合物にセシウムが閉じ込められている点で
ある。特に、今回は処理困難廃棄物の鉛含有
の漁網から鉛を回収し、リサイクルの検討を
課題に置いている。
　これまで、福島県浪江町の設備サイト（老
人憩いの家：やすらぎ莊）において６回の熱
分解試験を終了した。現在、熱処理実験後の
残渣、タ―ル水、中和スクラバ－水、排ガス
の放射能汚染検査ろ紙、熱分解ガスの分析検
査、熱分解室内スミヤ紙による汚染等のサン
プリング試料を測定している。
　また、これまでの結果で、漁網等に含有さ
れる鉛が回収できることは、環境省、原子力
安全技術センター、日本原子力研究開発機
構、浪江町の実験立ち合いの下で確認され
た。予想通り、漁網に付着しているセシウム
元素は熱分解により炭素リッチな残渣化合物
に閉じ込められ凝縮している。一方、回収鉛
のセシウム放射能濃度は低いことが明らかに
なっている。今後、多くのサンプリング試料
の放射能測定等を精密に実施し、熱分解過程
とセシウム等のふるまい・凝集状況を解析す
る。さらに、処理困難廃棄物を大量に処理す
る具体的改良等も検討し、報告する予定であ
る。
　現在、関係者のご協力を得て有意義な実証
試験結果が得られるような検討を行っている。

RANDECの事業・活動に関する近況報告

企画部　梶谷　幹男　

１．熱分解法による処理困難廃棄物の安定な処理方法
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企画部　河西　善充

２．燃料デブリ取出し代替工法の概念検討事業の開始

１．目的・背景

　東京電力福島第一原子力発電所１号機から
３号機の炉心燃料は、東日本大震災による原
子炉事故時に溶融して燃料デブリ（核燃料と
炉心構造物が溶融固化した物質）となり、原
子炉圧力容器内及び格納容器内に滞留してい
ると推定されている。この燃料デブリを取出
す工法として原子炉圧力容器及び格納容器を
水で満たして取出す工法（冠水工法）が検討
されているが、この冠水工法が採れない場合
の代替工法として、冠水せずに気中において
燃料デブリの取出しを行う工法も併せて検討
されることになった。
　この概念検討事業は、経済産業省の廃炉・
汚染水対策事業補助金の対象事業として公募
が行われ、RANDECは（一財）日本クリーン
環境推進機構と木村化工機株式会社と共同し
て提案した代替工法が概念検討事業の一つと
して採用され、実施することになった。

２．事業内容

　本事業で検討する燃料デブリ取出し代替工
法は、「燃料デブリ取出し装置（伸縮回転プ

ラットフォームマニピュレータ装置）による
遮へい材充填・気中での燃料デブリ取出し工
法」である。
　この工法による燃料デブリ取出し作業で
は、最初に格納容器蓋及び原子炉圧力容器上
部ヘッドに貫通孔を開け、原子炉圧力容器内
の燃料デブリ上に遮へい材（鉄製のキューブ
又は球、ないしはこれらを入れた網袋）を被
せて放射線を遮へいした状態で格納容器蓋と
原子炉圧力容器上部ヘッド等を取り外す。そ
の後、原子炉建屋５階オペレ－ションフロア
に燃料デブリ取出し装置を設置し、多重円筒
構造の伸縮回転可能なマニピュレータ装置を
原子炉容器内に挿入して燃料デブリを取出
し、最終的には格納容器底部（ペデスタル床）
の燃料デブリも取出す。

３．今後の予定

　本代替工法の概念検討事業は、平成２６年１０
月から開始し、平成２７年３月まで実施し、気
中での燃料デブリ取出しシナリオ、装置・設
備の構造、安全性等の検討を行う予定であ
る。
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東海事務所

３．RADIEX2014フォーラムとRANDECの講演

　当センターは、RADIEX２０１４フォーラム
（平成２６年９月２４日～２６日）において「低レベ
ル放射性廃棄物の処分―各国の取り組みと日
本における今後の展開」について講演を依頼
され、榎戸東海事務所長が原子力発電所を有
する欧米諸国における廃炉と廃棄物との関連
及び廃棄物の埋設処分の現状と方向性につい
て一時間にわたり講演しました。
　RADIEX２０１４フォーラムは、（株）環境新聞
社（本社、東京）が主催し、経済産業省、文
部科学省、環境省等が後援し、当センターを
含む関連機関の協賛で開催されたもので、
「復興事業と連携した環境放射能対策へ」をス
ローガンに掲げた行事であります。講演項目
としては、当センターのもの以外に、「福島の
復興・再生にむけて」（基調講演とシンポジウ
ム）、「廃炉や災害ロボット研究に英知を－福
島産業都市構想」、「中間貯蔵施設の構想と技
術」（講演とパネルディスカッション）、さら
に、米国及び英国の事故炉の経験と廃炉産業
技術に関するものがありました。
　フォーラムでは、講演以外に、除染、放射
線計測、防護、遠隔操作・ロボット等の新技
術、外国企業の廃炉や新技術紹介と展示コー
ナーも設置されていました。会場となった東
京北の丸の科学技術館の入場者は３日間の期
間中に６０００人を超え盛況で、先生に引率され
た小学生一団にも出会いました。

　主催者によれば、東京電力福島第一原子力
発電所の事故で汚染された環境の回復と日本
の低レベル廃棄物の在り方とは一見無関係の
ようであるが、環境汚染に関わる身近な問題
として国が今後どのように廃棄物を処分する
かについては国民は知りたいのではないか、
ということです。当センターの講演では、諸
外国の廃棄物管理の考え方ややり方の共通
点、各種廃棄物の特徴や量を考慮した処分方
策について、国際基準と比較し、それと対応
する形でまとめ紹介しました。また、日本の
現在の放射性廃棄物の処分区分は国民にはか
なり分かりにくくなっていること、廃炉時代
の大量廃棄物発生に対応した区分と基準に
なっていない点を指摘しました。また、福島
第一原子力発電所の土壌、伐採木、汚染瓦礫、
燃料デブリ等の廃棄物の迅速な処理処分のた
め、従来の規制に拘らない現実的な処分方策
を検討する必要があることも述べました。
　当センターの講演には約１２０名が来場して
いました。廃炉や放射性廃棄物管理分野の方
ではなく、一般の方も参加していたようで
す。日本も廃炉時代を迎え、低炭素社会に貢
献してきた原子力の放射性廃棄物を適切に選
り分け、残った放射性廃棄物は低コストで人
間社会から隔離するために埋設することを認
める社会の実現に向かって欲しいものです。
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廃棄物処理事業推進部

４．大学・民間等の研究施設等廃棄物の性状調査

　廃棄物処理事業推進部では、大学・民間等
から発生する研究施設等廃棄物の処理事業の
事業許可申請に向けて様々な活動を行ってい
る。なかでも処理事業計画の作成や処理施設
の設計には廃棄物の性状に関する情報が必要
不可欠なものとなっているが、廃棄物性状に
関わる情報は多岐に亘っているため、事業計
画や施設設計の検討段階に応じた必要度及び
情報収集の難易度を踏まえて継続的な調査を
実施してきた。併せて、廃棄物性状データ取
得のための手法の検討・開発も行っている。

１．取組状況

　RANDECが行った当該廃棄物についての
調査は、平成１０年に原子力委員会原子力バッ
クエンド対策専門部会が報告書「RI･研究所
等廃棄物処理処分の基本的考え方について」
をまとめるために行った情報収集が第一歩と
なる。この調査では、廃棄物発生事業所での
保管数量の実態把握、将来の発生量予測等を
行った。その後、旧原子力安全委員会放射性
廃棄物安全規制専門部会での検討、原子力研
究開発機構（原子力機構）を研究施設等廃棄
物の埋設事業主体に位置付けた法改正、原子
力機構の埋設事業計画の作成・変更の都度、
廃棄物情報の更新を実施してきた。また、平
成２０年以降はRANDECの廃棄物処理事業準
備の一環として廃棄物の内容物の詳細や廃棄
物発生事業者の廃棄物払出し希望時期等につ
いても調査を行ってきた。
　過去の調査では、可燃・難燃・不燃等の廃

棄物種類毎の数量把握が主眼であったが、現
在は廃棄確認での放射能評価に重点を移して
いる。大学・民間等の廃棄物は発生施設によ
り含まれる核種や発生プロセスが異なるた
め、類似の発生施設毎の分類を行い、原子力
機構と連携しながら施設グループ毎に放射能
評価方法の検討を行っている。例えば、研究
炉廃棄物では放射化量が少ないこと、ホット
ラボ廃棄物では取扱い燃料毎に核種組成が異
なること、ウラン使用施設廃棄物では放射能
量を精度よく評価する手法が必要といった特
徴・課題を考慮して、机上検討や実廃棄物分
析を進めている。

２．今後の計画

　放射能評価手法を確立し、それを処理施設
基本設計に反映するとともに、埋設対象廃棄
物・廃棄体の技術基準に関わる情報のデータ
ベース化、データの品質保証体系の構築を行
い、廃棄確認への合理的対応を目指すことと
している。
　データベースは個々の廃棄物が集荷・処理
を経て埋設されるまでの履歴が追跡できるこ
とが必要であるが、さらに廃棄物発生事業所
での廃棄物発生時点にまで履歴を遡ることで
きれば性状把握の大幅な合理化に繋がる可能
性が高い。これについては、今後発生者と協
議しながら進めていく考えである。併せて、
保管している廃棄物中の放射能評価が困難な
事業所に対する技術的支援についても検討を
行っており、この実現を図っていきたい。
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海外技術情報

企画部　菊池　　孝

１．K-25施設解体における挑戦的な取り組み

１．作業経緯

　UCORが当該解体プロジェクトに参入した
２０１１年夏当時、K-２５建屋の西ウィングは、建
屋が乗っていたコンクリートスラブだけが残
されており、東ウィングと北端は崩れかかっ
て残っていた。東ウィングは、既に核燃料物
質が取り除かれていて、「臨界が起こり得な
い」（crit incredible）状態が宣言されており、
解体が開始できるところまで来ていたが、北
端は、大部分が西ウィングから搬入・貯蔵さ
れている物品により、まだ「臨界が起こり得
る」（crit credible）状態であった。現在は、
東ウィングの極めて南端のエリアだけが唯一
まだ立っていて、その解体開始前には、長半
減期の放射性物質であるTc-９９（テクネチウ
ム９９）の更なる除染と「臨界が起こり得ない」
エリアであることの宣言のためのUCOR自身
の作業が必要となる。
　以前の契約者による西ウィングの解体の際
には、処分経路の決まっていなかった物品が
建屋内の他の場所に運び込まれ、例えば
Vault 1Xエリアには、たくさんの廃棄物が集
められ辟易するほどであったという。東ウィ
ングの南端には数多くのサージタンクが集め

られ、建屋解体前にはその特性調査や取り出
しも必要になるかもしれない。さらに、NaF
トラップと呼ばれるプロセス中間ガスからの
ウラン分離に用いられた部品があったが、操
業終了までにこれらのトラップがパージされ
たという履歴は見当たらない。現在は解体さ
れている北端では、西ウィングから運び込ま
れた高リスク設備（HRE）と、ウランを含む
部品がコンクリートに詰められた大きなブ
ロックであるモノリスと呼ばれる物品があっ
た。
　東ウィングの解体作業では、建屋をTcエリ
アと非Tcエリアの二つに分け、Tcエリアの
放射能低減作業と非Tcエリアの解体が同時
に安全に行えるようにし、２０１２年の秋には非
Tcエリアの解体が終了した。残りの部分は
５つのユニットとひとつのバッファーユニッ
トから成り立っている。北端の解体は２０１２年
１０月に始まり、２０１３年１月に完了した（図１、
２）。

２．廃棄物管理の基本方針

　UCORがK-２５プロジェクトを始めた時に
は、まだ搬出されていないデブリが山のよう

　東テネシー州テクノロジーパーク（ETTP）の旧ガス拡散プラントの解体の教訓に係る全体論
については既報の通りである１），２）。このうちのK-２５建屋は、建設時、ひとつ屋根の建屋としては
世界で最大のものであるが、５０年間の供用後に停止しており、その後２０年が経過した現在では、
解体がほとんど完了している。オークリッジのクリーンアップ契約を履行しているURS｜CH
２オークリッジ有限責任会社（UCOR）は、これまでに様々な課題に取り組み、K-２５建屋の解
体は終了に近づいているが、その解体プロジェクトの成功要因として創意工夫とチームワーク
が挙げられている３）。
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に発生していた。UCORの廃棄物管理は、
「作業をしながら充填」（pack as you go）、すな
わち、解体と歩調を合わせて廃棄物を移動す
ることを基本的な手法としたため、現在では
解体完了後数週間以内に搬出されている。リ
アルタイムで廃棄物を移動することはライフ
サイクルコストの低減化、作業スケジュール
上の効率化、劣化した廃棄物に起因する潜在
的危険の回避につながるという。UCORはこ
れまで、K-２５から自らが操業しているオーク
リッジのEMWMF廃棄施設に向けて、１８，０００
回以上の輸送を安全に実施してきている。

３．課題となる機器

　最も緊急かつクリティカルパスとなる問題
は、前述のモノリス、HRE、サージタンク及
びNaFトラップであり、これらを減らすか取
り除かない限りはそれらを保管しているエリ
アの解体を進めることができなかったため、
顧客や規制当局などとの調整作業が必要で

あった。モノリスとHREは、「臨界が起こり
得ない」状態にするため、北端から取り除く
必要があった。モノリスのコンクリートは細
断して取り除き、内容物のウランは解体
ショップと呼ばれるオンサイトの施設内で取
り出さなければならなかった。HREは容器
を開け、中身を評価し、仕分け後に容器に再
充填しなければならなかった。内容物は、
EMWMF廃棄施設で処分するか、ネバダ国家
安全保障施設（NNSS）あるいはユタ州クラ
イブのEnergySolutions社の施設に運び出さ
なければならなかった。１９個のモノリスのう
ち１４個が処理され、残りはK-２５複合施設内の
建屋に安全に保管されている。北端の解体ス
ケジュールは全く影響を受けなかった。
　サージタンクに関してはかなりの工夫が必
要であり、解体ショップに運ぶという以前の
計画に代わり、周囲に覆いを立て、特殊切断
工具を購入し、作業者を訓練し、現在タンク
から内容物を取り出している。外殻は今の場
所に残したままとし、建屋解体作業の一環と
して処分されることになる。１７個のサージタ
ンクのうち１１個が既に処理された。
　UCORの参入以前の支配的な考えは、移行
しやすいTcの化学的な特徴を考慮して、最後
のTcエリア区分は、かなりの設備と費用をか
けて、そのまま容器に詰めてNNSSあるいは
ユタ州クライブのEnergySolutions社の施設
に運ぶというものであったが、評価を行うこ
とによりにより、多くの建屋構造及びプロセ
スガス設備はEMWMF廃棄施設で処分でき
そうであることが分かった。
　UCORは、当初処分の道のないと考えられ
ていた６種類の廃棄物のうちの５種類に対し
て、難解な廃棄物形態の取扱いに関する以前
の経験や知識に基づき、コスト効率が良く、
十分信頼性のある処理処分の道を明確化し
た。６つ目の廃棄物は、ダイオキシンとフラ

図１　解体前のU字型K-２５プラント

図２　残っている東ウィングの一部
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ン廃棄物であり、処理施設に運び込まれ、処
分の道を見つける作業が続いている。

４．NaFトラップの問題
　まず手続きの問題として、このトラップの
取扱いが安全解析書に規定されていなかった
ため、その全見直しに何カ月もかかった。ま
た、このトラップにはウラン除去のために
NaFペレットが使われ、数十年前に施設が操
業停止をしてからもウランを依然として含ん
でいる。このフッ素化合物は空気中の湿分と
接触するとフッ化水素を発生するため、作業
者にとって危険なものである。さらに、建屋
には、壁、床、天井に穴が開いており、作業
員は安全に床を歩くことができず、モジュ
ラー式の作業台の上で作業しなければならな
い状態であった。
　いろいろな選択肢を調査した後、最も安全
な手法として、天井に穴をあけ、そこから
NaFトラップを直接引き上げることとし、ト
ラップの大きさに応じた開口部を設け、８０t
クレーンで安全に引き揚げた（図３）。実際の
作業が始まる前にはフルスケールで模擬した
モックアップ試験を行い、輸送カートへの積
み下ろしや固縛方法のテストも行った。
　NaFトラップの撤去作業が始まったのは、
東テネシーにとっては暑い夏の半ばの７月及
び８月であり、気温は華氏９０度から１００度超
に達しており、防護服及び呼吸具の装備に伴
う熱中症対策が課題であった。常勤の労働安
全衛生管理者を付け、体温計の着用、作業員
の相互監視、給水所の配備を行い、めまいな
ど症状を見せた作業員はすぐに作業区域を離
れることとした結果、熱中症の発生ケースは
なかった。
　NaFトラップは、現在はK-２５複合施設内の
建屋外で安全に鋼製容器に収納されている。
次のステップとしては当該部品を切断・解放

し内容物を明らかにして、その後の適切な処
分経路を決定することであるが、その作業に
関連する安全管理手法を開発するには追加の
調査が必要となる。その取り出しは、オンサ
イトの解体ショップで行うこととしている
が、Tcの含有量が高いため、オフサイトでの
処分が必要と予想されている。なお、得られ
た教訓は、K-２５の姉妹施設であるK-２７にあ
る類似のNaFトラップの安全な撤去に用いら
れた。

５．様々な工夫

　サバンナリバーとハンフォードから解体用
機械の支援を受け、建屋解体や廃棄物の粉砕
に使用したが、その支援により費用節減が図
られた（図４）。
　また、初期の現場作業のやり方では、オン
サイトで処分できない汚染配管の切り出しと
輸送のための積み出しにTcエリアで延々と
何週間も時間をかけなければならないと予想

図３　天井からNaFトラップの取り出し
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された。これに対し、“Go Orange”という新
たな作業戦略を立てることによって、作業員
はこれらの配管に明るい色のペンキを塗り元
の場所に置いたままとし、最後の６つのユ
ニットの解体に合わせてフィールド内で分離
して積み出す予定としている。
　非破壊検査のために検査工場に持ち込まれ
た圧縮機及び拡散筒も以前は問題であった
が、現在では、Tcユニットの放射能除染・解
体作業の一部として、解体フィールドにおい
て、除染、定着剤のスプレー、非破壊検査、
容器への充填などを行うこととしている。
　圧縮機の一部でありプロセスガスと接触し
ていた遠心ポンプ（直径５．５ ft、厚さ１８ in．）
はTcの含有量が高くウランも含んでいるた

め、オフサイトの処分場に払い出されること
になるが、既存のどの核燃料物質輸送容器に
対しても大きすぎる装置である。核燃料物質
輸送容器は９回の落下にも耐えられることが
要求されているが、その大きさで基準を満た
す輸送容器はなかった。このため、幅６ ft、
長さ６ ft、高さ２．５ ftで、十分な強度を有し、
迅速な積み下ろしと再利用が可能なボックス
が考案された。遠心ポンプは汚染管理のため
のスーパーサックと呼ばれる袋に包まれ、こ
のボックスに収納して輸送される。輸送中の
がたを抑えるためのエアバックを一緒に入
れ、目的地に到着すると、スーパーサックの
包装とパレットだけが処分され、ボックスは
再利用のために戻ってくる。他のガス拡散プ
ラントもこれらを用いることになるであろう
（図５）。

図４　ハンフォードの機械による解体

図５　将来使用予定の輸送ボックス
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東海事務所　榎戸　裕二

２．ヴュルガッセン原子力発電所の土地及び建物の規制解放の方法

１．はじめに

　ヴュルガッセン原子力発電所（KWW）
（BWR　６４万kWe、ニーダーザクセン州）は
１９７１年に運転開始したドイツ最初の商用発電
所で．　建設当時ドイツの４大河川の一つで
あるウェーザー川の水温が夏場に数度上昇す
ることで反対運動があった。１９９７年に経済上
の理由から運転停止し、その後順調に廃止措
置が進み、２０１４年に完了する予定である。な
お、建物の解体は２０２６年に行われる。廃止措
置はE．ON社がこれまで担ってきた。

２．建物のクリアランス（規制解除）方法

　KWWの建物のクリアランスは下記の３概
念で実施された１）。
（１）建物の立入り可能な表面（管理区域約
１４万m２）の放射能特性評価と除染を実施

（２）残留放射能濃度はRPO法第２９条添付
表１にある「解体する建物」に係るクリア
ランスレベルに適合するものであること

（３）平均化する面積は１０m２まで認め、その
ため統計処理が採用できること

　図１に３００ヶ所の測定によって得られた
１２，０００m２の低汚染レベルの濃度分布と２，０００m２

の高汚染レベルの分布を示す。KWW建物の
汚染の特徴としては、全般的に汚染レベルは

原子炉建屋でも低く、また、汚染された部屋
では床面は高く天井部は低い。
　主要核種はγ線ではCs-１３７とCo-６０、β線
はSr-９０とC-１４、放射化は生体遮へい及び格
納容器内の遮へい部材に限定された。クリア
ランスレベル（比面積）と比較できるように
建物表面と内部のすべての放射能は表面に投
影される。規制当局は、測定数の削減のため
に条件に合えば１m２以上の平均化面積の採用
を許可している（図２）１）。
　具体的には、ホットスポットは予め除去す
ること、クリアランスに用いられるエリアの
割合が０．３３以上であること、さらに信頼幅が
９５％にあることが満たされれば平均化面積を
１０m２にしてもよいとしている。

３．建物の除染作業と測定方法

　KWWは一部汚染のある１４万m２の管理区域
のある複雑な施設であるためクリアランス方
法には幾つか高度化技術開発がなされた。
（１）浸透汚染エリアでの効果的測定法とし
てin-situγスペクトロメトリ法により
１０m２をRPO法のクリアランス基準であ
る１０μSv/yに適合する平均化面積を採
用できるようにした。

（２）本測定法はエリアでプログラミングさ

　ドイツのヴュルガッセン原子力発電所の廃止措置は１５年以上にわたる作業の結果、２０１４年末
に完了する予定である。廃止措置の最後のステップとしてドイツの放射線防護法（RPO法）の
基準に則り工業規格（DIN）に従って土地と建物のクリアランス測定が行われている（２０１２年現
在）。放射線防護庁の許可が下りることで自動的に原子力施設としての規制から解放され、ドイ
ツで４番目に規制解除される発電所となる（一部の放射線管理区域を除く）。本報告は、ヴュル
ガッセン発電所において行われた廃止措置の最終段階で実施されるクリアランスの手法につい
て論文調査とRANDEC独自の調査をもとにまとめる。
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れ建物情報と測定条件析と共に計算さ
れ、誤差を除去する等により測定データ
が評価される。

（３）全データのデータベース化により誰で
も情報を確認できる。

（４）深い浸透汚染を効果的に検出するため
に、感度の高いγ線検出器として３イン
チの大型NaI検出器が０．１μSv/hレベルを
迅速に３cmの空間分解能で測定できた。

　クリアランスが行われる段階では建物の表
面線量は設備・機器の撤去や表面除染で低く
なっているが（図３）、廃水の溜まり場などの
汚染エリアの解体作業では１μSv/h以下で
行うところ１mSv/hを超えるのも稀ではな
い。汚染エリアでは深い浸透もみられる。図
４-１は汚染の浸透の概念と大型NaI検出器
による測定法を２）、また、図４-２は汚染のあ
る面（床）の除染状況を示す１）。
　なお、確認測定で除染が証明されたエリア
の再汚染防止を行う必要があり、換気や覆い
による再汚染防止策が講じられる。２０１２年の
段階で１４万m２のうち９万m２のクリアランスが
終了した。

４．土地のクリアランス（サイト解放）３）

　KWWの監視エリアの５万m２は要件に基づ
き２０１２年にクリアランス（サイト解放）され、
全体の１６万m２は２０１４年にサイト解放される
（放射性廃棄物中間貯蔵施設周辺のエリアを
除く）。以下にクリアランスの要件に適合す
る測定方法を紹介する。なお、KWWのクリ
アランスのタイプと回数についてはKWWの
放射線防護指示書に記載されている。２０１２年
に指定されたエリアはDIN２５４５７-７によって
Category ３（汚染の事実がなく汚染が排除で
きる）に指定されている。このCategoryでは
クリアランスは「クリアランス決定測定」と
して下記の測定を行うことが決められている。

（１）土地の測定
　　１００m２までのグリッドエリア毎に１回
のin-situγスペクトロ分析を１測定する
か、１グループエリアに対し、少なくと
も６０測定（代替的には広範囲）するか、
１０測定の内１サンプルはin-situγスペク
トル分析する。

（２）環視エリアの建物
　　現場状況に応じin-situγスペクトル分
析による測定を行うか、一部屋ごとに汚
染モニターで測定する。また、部屋のグ
ループ毎に５サンプル又は一部屋の汚染
が集積する場所で１サンプル測定する。

（３）道路設備
　　汚染モニターで測定し、汚染モニター
測定で確認された高い汚染場所でサンプ
ル測定を行う。

（４）煙突
　　煙突毎に１サンプルを測定する。汚染
モニターで５測定するか、又は煙突ごと
にin-situγスペクトル分析を一回行う。
（全サンプルの測定はγスペクトル分析
による）

５．土地のクリアランスの測定実績

　小建物を含む５万m２のクリアランス測定を
２０回実施した。その測定の実績を以下に示す。
　・in-situγスペクトル分析を約７００回
　・サンプルのγスペクトル分析を約２００回
　・汚染モニター測定を約１００回
　また、測定期間は検出限界がRPO法のクリ
アランスレベルの１０％を大きく上回らないこ
ととした。
　アスファルト道路のような被覆面も、草の
面でもCs-１３７は均一かつ低濃度であった。
以前の冷却塔の場所ではチェルノブイルの事
故の後に冷却等が解体されている間に広範な
地面修復作業が行われたために、周辺よりも
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放射能は明らかに低い。最も高いCs測定値
は部分的に被覆されている場所で苔のある場
所であり、Csが洗浄し難い場所である。

６．まとめ

　現在、我が国では原子力施設の廃止措置に
対して金属やコンクリートなど物質のクリア
ランス制度ができ、行為としては緒に就いた

ばかりである。今後、建物の再利用や、サイ
トの規制解除が視野に入ってくるが、正確、
迅速、納得される測定システムに基づくルー
ルが事業者、規制者及び国民の側にも求めら
れる。この点では国民的コンセンサスを得て
いるドイツ、英国の規制解除の実施例は参考
となる。

参考文献

１）T. Riemann et.al.,“Clearance of Building,”IAEA Clearance Conference, Wiesbaden (2010).
２）E.ON,“Challenges and Solutions for the Clearance and Complex and Contaminated Buildings 

based on the Example of NPP Wurgassen,”Kontec 2013, Dresden, 2013.
３）S. Woerlen et.al.,“Experience with the Clearance of monitored Area of the NPP Wurgassen 
(KWW),”Kontec 2013,  Dresden, 2013.

図２　汚染評価のための評価面積の平均化と汚染のレベル分布偏差１）

図１　ヴュルガッセン発電所の建物内部の表面汚染レベルの度数分布１）
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図３　原子炉建物内の部屋の除染後の状況１）

図4-2　浸透汚染のあるコンクリートの除染及び除去状況１）

before decontamination after decontamination

図4-1　浸透汚染のあるコンクリートの汚染検査（３インチNaI検出器）２）
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廃棄物処理事業推進部　泉田　龍男

３．イギリス中レベル廃棄物の輸送及び処分用鉄製角形容器

１．はじめに

　中レベル廃棄物（ILW）は、放射能レベル
が低レベル廃棄物（LLW）の上限値を超え、
かつ廃棄物の処分又は保管施設の設計に際し
て廃棄物からの発熱を考慮する必要のない廃
棄物のことである。ILWは原子力施設のデ
コミッショニング、使用済み燃料の再処理、
研究炉の運転等から発生している。
　ILWに対するイギリスの政策は、固化体を
回収可能にしておくことであり、地層処分施
設（GDF）に定置するか、スコットランドの
浅地中廃棄物施設で長期間管理を行えるよう
になるまで１５０年間保管することである。
GDFの環境下においては、ILW固化体は燃
焼火炎への曝露や最悪条件の落下でも内容物
の飛散が抑制されねばならない。

２．これまでのILW容器
　過去３０年間、種々の固化体作成方式が提案
されてきた。第一世代は鉄筋コンクリート製
の６m３角形容器に廃棄物を固定するもので
あった。その固化体（鉄筋コンクリート容器
と廃棄物内容物）は、GDFの環境下と通常の
輸送環境において、廃棄物の閉じ込め性と放
射線遮蔽の能力は十分であった。しかし、こ
の固化体には解決すべき技術的問題があっ
た。それはCs-１３７のような特に移動し易い

放射性核種は、コンクリートのシールド内を
移動して表面層に達し、その表面汚染層の放
射線レベルが輸送基準を超過するリスクが生
じるというものである。さらに、固化体の保
管環境が悪化した場合に鉄筋の塩素腐食が生
じる恐れがある。これは固化体の長期保管性
能を損なうものとなる。
　第二世代では、より広範囲な廃棄物に対応
した設計がなされた。これは長さ２mと４m
のステンレス製の角形容器であり、内面にコ
ンクリートを内張りしたものである。データ
取得のために、この原型モデルのみが製作さ
れた。製作された薄いステンレススチール
は、放射性核種の移動による固化体表面の汚
染は防いだが、放射線の遮蔽能力が小さく線
量率が増大してしまった。

３．新型ILW容器の開発
　２００６年マグノックス社（イギリスのマグ
ノックス炉運営と廃止措置を実施）は、原子
力廃止措置機関と共同で、運転寿命に達した
一連のマグノックス原子炉の廃止措置を加速
するための方策を検討した。マグノックス社
は廃棄物への対応に関して、国外も含めた多
くの案を検討した。この検討の結果、ILWの
最終処分と長期間貯蔵に対応した強固な遮蔽
容器（Robust Shielded Containers, RSC）の導

　イギリスでは、低レベル廃棄物の埋設処分が実施されているが、高レベル廃棄物（HLW）及
び中レベル廃棄物（ILW）については処分施設の立地が進まず、わが国と同様の状況になってい
る。しかし、黒鉛型ガス炉の廃止措置が進行しており、これらの廃棄物の保管管理が大きな課題
となっているが、最近、鉄製角形容器でILWを保管する方向に傾いている。鋳鉄で製造された新
しい設計の容器は、従来のコンクリート製容器では核種の移動が生じるという問題を解決し、か
つ廃棄物保管に必要な保管容器数を低減できるというものであり、その開発元のCroft社による
記事

１）

を以下に紹介する。
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入を決定した。このRSCに相当するものが、
可鍛鋳鉄容器（Ductile Cast Iron Containers, 
DCIC）であった。このDCICは、ドイツの
GNS（the package designer and design 
authority）、ジンペルカンプ社及びBAM（the 
governmental technical authority, 政府研究機
関）によって開発されたものである。
　RSCの特徴は、RSC容器に封入する廃棄物
をカプセルなどで保護することなく、また
RSC容器を更に遮蔽構築物で覆うことなし
に保管できることである。RSCとして選定
したDCIC容器には立方体と円筒状の２種類
がある。イギリスで採用されたのは立方体の
タイプである。これを使用することにより、
相当のコスト低減と廃止措置プログラムの加
速が期待されている。

４．DCIC容器のメリット
　廃棄物固化体の外容積が固定されていれ
ば、遮蔽厚さが増えるほど内容積が減少す
る。可鍛鋳鉄はコンクリートよりも遮蔽能力
が優れているので、同一遮蔽能力の容器を想
定すると、コンクリート容器よりも内容積の
大きな容器を製作できる。デコミ廃棄物で重
要な核種であるCs-１３７，Co-６０等の放射性核
種からのガンマ線の減衰係数から換算する
と、コンクリート１５０mmに相当する等価遮蔽
厚さはDCICでは５０mmである。
　経済性の観点から、DCICのメリットは以
下である。
①廃棄物を全て収納するのに必要な廃棄物
容器の総数が、コンクリート遮蔽の容器
に比較して大きく低減可能
②廃棄物の処理、保管期間の長期化による
廃棄物の固形化、詰め替え等に要する今

後の費用の低減。コンクリート遮蔽容器
は、DCICと比較して明らかに多くの費
用が必要
③廃棄物固化体の輸送費用の低減
④角形容器内へのグラウト材の注入プラン
ト及び機器、鋳造蓋のプラントと運転に
要する今後の費用の低減
⑤コンクリート容器では、廃棄物の材質に
制限がある。長期の保管や、今後の輸送
及び地層処分時に安全性の再評価が必要

５．DCIC容器の製作
　Croft社は、Safstoreと呼ばれる可鍛鋳鉄製
の容器を開発した。これはイギリスの輸送と
処分の要求基準に合致したものである。加え
てCroft社は使用者の要求に応えた容器をさ
らに開発した。代表的なものはCroft IP-2 
Safstoreであり、二重蓋構造となっている。
蓋の一つは容器本体と同じ厚さの遮蔽用蓋で
あり、もう一つは外部輸送のための密閉用で
ある。これは取り外し可能で、外部から確認
できるようになっている。第一号のSafstore
容器は２０１３年中頃に製作されて、顧客に引き
渡された。

６．おわりに

　イギリスでは再処理工場やマグノックス黒
鉛炉の廃止措置が数多く進行しており、ILW
の保管及び処分が大きな課題となっている。
ILWの長期保管を考慮した場合の最善策と
して可鍛鋳鉄により製造した廃棄物容器が選
定されようとしている。
　我が国も今後原子炉の廃止措置が増大する
ことが確実であり、イギリスの対応が大いに
参考になると考えられる。

参考文献

１）M. Janicki,“Iron Boxes for ILW Transport and Storage,”NUCLEAR ENGINEERING 
INTERNATIONAL, October, 47-48, 2013.
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パートナーズ・ネットワーク会員　宮本　喜晟

４．英国LLW管理文化の変化を伴う戦略の定着

１．概要

　英国原子力界のLLW管理は、LLW処分場
に処分することのみで解決されるとして、
１９５９年にLLWの処分が始まった。初期には
トレンチ処分、その後、コンクリート構造物
からなるボールトにグラウト充填されたコン
テナで処分されてきた。ボールトは浸出水の
集排水ができる多障壁の構造で、２０１０年から
ボールト９で処分されている（図１）。計画で
は２０８０年まで処分ができるように新たなボー
ルトの使用が予定されている。
　最近、LLW処分場に予想される将来の処分
要求に対して分析が行われた。それによると、

英国の原子力施設が廃止措置に入ると、処分
に対する需要が著しく増加し、第２のLLW処
分場が必要になることを明らかにした。しか
し、建設に対する資金準備ができておらず、
また、適切なサイト選定には時間がかかる。
　このような背景を踏まえた英国のLLW管
理政策を受け、２０１０年に策定された国の戦略
の重点項目は、以下のとおりである。
・廃棄物発生者による廃棄物の階層的
（hierarchy）管理の適用（図２）
・LLW管理に対する既存資産の最適利用
・LLW処分場を使用しない廃棄物処理と
処分経路の開始

　わが国ではドリッグ処分場として知られている英国の低レベル廃棄物（Low Level Waste）の
処分場（LLW処分場）は、原子力廃止措置機関（NDA）が所有する１９の原子力施設の１つであ
る。２００８年からはNDAに代わりLLW Repository Ltd（LLWR社）がこのLLW処分場を操業し
ている。
　２００７年に発表された英国のLLW管理に関する政策では、活動の変化を伴う廃棄物管理方法の
改善点が明らかにされ、この政策を反映して２０１０年に実施すべき国のLLW管理の戦略が決めら
れた。この戦略が実現すれば、原子力施設の廃止措置、原子力発電、さらに他の産業にとって重
要な英国のLLW管理能力が確保され、LLW処分場の最適化と寿命延長ができる。NDAに代
わってこの戦略を実施したLLWR社の国の戦略に対する主な論点、成功事例を含む今日までの
進歩のレビュー、課題と障壁、さらに、国の戦略を定着させるための５年先の見通しを示す報告
が公表された１）。

図１　LLW処分場２） 図２　廃棄物の階層的管理
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　国の戦略を受けて、NDAがその戦略を実施
するための計画を立て、LLWR社がLLW管
理の自立維持できる文化を達成する計画を実
施することになった。そこで、LLWR社は、
安全で、環境上も受け入れられ、費用対効果
があるLLW管理を決定する枠組みを廃棄物
発生者に提供している。

２．課題

　国の戦略を達成するために、これまで行わ
れてきたLLW管理の方法を大きく変化させ
る必要があった。この変化のためには、数多
くの課題と障壁があり、活動と文化に関連す
るものから実際の物理的・物流の障壁まで広
範囲にわたった。
（１）活動的／文化的
　これまで、LLW管理はLLW処分場への処
分が原子力界の基本姿勢にあったから、「い
つもやっている方法」の考え方で行われてい
た活動と文化を変化させる必要があった。行
政機関、規制当局、廃棄物発生者、地方自治
体等を含めた幅広い利害関係者にこの変化を
理解してもらうために数多くの課題があっ
た。また、世界的に見て最も複雑なセラ
フィールドサイトの旧式施設のクリーンアッ
プと比較すると、資金供給と資源の配分の見
地から、LLW管理は低い優先順位にあるこ
とが一般的な認識であった。
　しかし、貴重な施設であるLLW処分場を
最大限に利用することへの考え方の変化が必
要との認識はあった。維持可能なLLW処分
経路を持つことが、これからの廃止措置計画
を達成する成功の鍵となる。
（２）物理的
　この変化に関連したLLW管理の活動と物
流管理はそれ以上の課題であった。廃棄物の
発生者サイトは、処分のために処分場に廃棄
物を引き渡す経験と能力を持っていたが、異

なる種類の廃棄物に対して、単一の廃棄物経
路と処分パッケージから複数の新しい経路と
異なるパッケージに変えることは大きな変化
である。この変化に順応できるように、適切
な物流と整備基盤が必要であった。発生者サ
イトに要求されるLLW管理に関連した情報
と能力レベルに対する変化があり、戦略の根
拠となる基盤と能力への課題があった。
（３）国の廃棄物計画（NWP）の実施に対する
解決と方法
　これらの課題と障壁の克服を目的として、
広範囲な活動によって国の戦略が実施されて
いる。最初の２年間で幾つかの活動は確実に
進み、残りは次の５年間が焦点になる。
　主な活動項目としては、LLW処分場の処
分によらず費用対効果の高いLLW管理に転
換できる廃棄物サービスの提供、廃棄物発生
サイトの経営幹部によって構成される計画委
員会の設置、最新のLLW管理のベンチマー
クを準備するための相互評価、廃棄物管理能
力強化のための訓練の枠組み開発と展開、経
験を積んだ情報の獲得・発信の情報管理プロ
セスの実施である。
　LLWR社は、NDAの代りに発生者サイト
間の調整を必要とする国の廃棄物計画を指導
する立場にあり、また、原子力界全体にわた
る情報収集の役割を持ち、将来のために原子
力廃棄物管理以外の分野にまで活動を拡大し
た。

３．これまでの成功事例

（１）共同廃棄物管理計画
　共同廃棄物管理計画（JWMP）は、５年先
を見通して期待される支援サービスを行う積
極的な廃棄物管理計画である。この計画は専
任のLLWR社のサービス提供担当者と密接
に協力してそれぞれの発生者によって作成さ
れた。
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　JWMPには、国の廃棄物計画に対応し、処
分、金属リサイクル、可燃性及び高圧縮性廃
棄物、極低レベル廃棄物（VLLW）とLLW、
廃棄物の特性評価、廃棄物の梱包と輸送、低
放射化廃棄物、低放射化廃棄物の事業化と情
報報告の８項目の実施活動からなっている。
JWMPは、管理活動とスケジュールの基本
データの作成に使用され、UK全体にわたる
LLW処分の費用対効果の改良に貢献してい
る。NWPの計画担当者の月例会議において、
新たな危険、機会と脅威についての情報とと
もに進捗状況が照合され、発表される。
　これらの情報はNWPのダッシュボード（表
示板）に報告するために、収集・分析される。
（２）ダッシュボード（表示板）／月間指標
　国の計画の複雑な状況の有効性を実証する
ために、主要な指標が照合・使用される。
・LLW処分場から代替え処分サイトに迂
回するVLLW物量

・処理施設に移った廃棄物のトン数
・多障壁を必要とする廃棄物のみがLLW
処分場で処分されることを保証するため
に、廃棄物の階層的管理の適用
・新しい方法が発生者サイトの安全性また
は環境評価に影響を与えないことを保証

　これらの主要な指標は、LLWR社のウエブ
サイト上に発表されており、透明性を確保
し、すべての廃棄物発生者の進捗状況が利害
関係者に伝達される。
（３）廃棄物管理サービスの組織
　２０１０年の国のLLW戦略では、鍵となる戦
略上のテーマとして新しい廃棄物管理経路の
開拓と利用の必要性を確認した。このような
廃棄物管理経路の確立は、UK全体に廃棄物
発生者のために障壁をもたらした。例えば、
特別な廃棄物管理の解決に関連したコスト、
資源ならびに時間がある。これらの障壁を緩
和するために、LLWR社は廃棄物管理サービ

ス組織を導入した。このチームの仕事は、廃
棄物発生サイトが廃棄物管理サービスを容易
に利用できるような準備を行うことであっ
た。このサービスは、金属、可燃性廃棄物処
理とVLLW処分を含む多様化のために始め
られ、その後、廃棄物の高圧縮、特性評価、
梱包・輸送のようなサービスが導入された。
　現在、LLWR社が提供しているサービスは
以下のとおりである。
・金属（粉砕、ショットブラスト、溶融）
・可燃性廃棄物の熱処理
・圧縮性廃棄物の減容処理
・VLLWの処分管理
・廃棄物の特性評価
・廃棄物の梱包・輸送
・新サービスの枠組み（情報提供、等）
　サービス提供担当者は、廃棄物発生者サイ
トの組織内で活動に影響を与え、管理方法の
変化が容易に達成できるように、彼らにとっ
て必要なすべての活動を支援するために顧客
と提携した。

４．将来の見通し

　LLWR社がNDAと次の５年契約を結んだ
が、その主な内容は、NDAに代わって国の戦
略活動の指導を続けることで、廃棄物発生者
の組織内で文化の変化を定着させることの支
援である。この支援のために、以下に示す新
たな３つの取り組みがある。
（１）相互評価
　相互評価は、廃棄物発生者サイトの組織全
体にわたるLLW管理活動に対して独立した
一連の評価で、サイト／組織にわたる成功事
例を認識し、共有化すること、さらに、改良
の機会を見つけることにある。評価者チーム
は、NDA施設の廃棄物管理専門家で構成され
ている。相互評価は、対象となるサイトへ３
日間訪問して行われ、現場視察、インタ
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ビューと論議、LLW管理文書のレビューの
組み合わせを伴う。これらの評価は、項目ご
とに採点され、数値化される。
（２）計画委員会
　NWPが完成するに従って、発生者がLLW
管理のために国の戦略の実施に携わることが
ますます重要になる。この取り組みを発展さ
せ、強化するために、NWPの幹部レベルの監
視と管理が必要とされ、計画委員会によって
これらが準備される。
（３）訓練
　発生者サイトの組織内で、廃棄物管理文化
の変化を支援する第３の項目は、成功事例の
定着を支援する訓練の枠組みを整備すること
である。そのために、LLWR社は、LLW管
理期間にわたる情報と技術を提供するために
体系化された広範囲な学習モジュールによる
訓練の枠組みを準備している。このモジュー
ルは通常の教室とオンラインによる学習モ
ジュールとして提供される。教室用モジュー
ルは、発生者自らの訓練教材またはLLWR社
が提供した共通の教材を使って訓練に利用さ
れる。また、オンラインのモジュールは訓練
入門として、広く利用が期待されている。

５．結論

　これまでの５年間に実施したLLWR社の

主な活動は以下とおりである。
・廃棄物管理文化の変化に必要な認識の構
築
・この変化の要請を作りだすために、廃棄
物発生者サイトとの連携作業
・変化の方法に対する成功事例の利用、専
門知識と情報の提供
・廃棄物発生者が変化能力をつけるため
に、商業上及び物流上の手配準備
・進捗状況の報告と公表した業績による変
化の強化
・新しい廃棄物処理サービスと処分経路の
導入による変化の促進

　LLW管理戦略に対する課題解決のための
活動は進展しているが、まだ、実施すべき多
くの活動が残っている。これからもLLW管
理戦略に関わる活動を継続することは難しい
が、数十年という世代にわたる活動からもた
らされる蓄積が文化になる。この文化を定着
させることは、廃棄物発生者サイトの廃止措
置プロジェクトに関連した普遍的な方法に影
響を与える。
　LLWR社は、これまでの実績を踏まえ、
２０１３年３月２７日にNDAと２回目の契約を結
び、これからも原子力界の関係者と協力して
国の廃棄物管理計画の活動に貢献していく予
定である。
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の
部
分
解
放
済

即
時
解
体

P
W
R

４４
０
M
W

１９
７４
/０
７
/０
２
～
１９
９０
/０
２
/１
４

グ
ラ
イ
フ
ス
バ
ル
ト
-１

ド
イ
ツ

２７
基

２５
P
W
R

４４
０
M
W

１９
７５
/０
４
/１
４
～
１９
９０
/０
２
/１
４

グ
ラ
イ
フ
ス
バ
ル
ト
-２

２６
P
W
R

４４
０
M
W

１９
７８
/０
５
/０
１
～
１９
９０
/０
２
/２
８

グ
ラ
イ
フ
ス
バ
ル
ト
-３

２７

世
界
の
原
子
力
発
電
所
廃
止
措
置
情
報
一
覧
（
２０
１
４
年
１０
月
現
在
）



－　２３　－

廃
止
措
置
完
了

（
予
定
）
時
期

廃
止
措
置
現
状

廃
止
措
置

方
式

炉
　
型

電
気
出
力

（
グ
ロ
ス
）

運
　
転
　
期
　
間

施
　
　
設
　
　
名

国
N
o．

２０
１４
年

解
体
中
、
サ
イ
ト
の
部
分
解
放
済

即
時
解
体

P
W
R

４４
０
M
W

１９
７９
/１
１
/０
１
～
１９
９０
/０
７
/２
２

グ
ラ
イ
フ
ス
バ
ル
ト
-４

ド
イ
ツ

２７
基

２８
２０
１４
年

解
体
中
、
サ
イ
ト
の
部
分
解
放
済

即
時
解
体

P
W
R

４４
０
M
W

１９
８９
/１
１
/０
１
～
１９
８９
/１
１
/２
４

グ
ラ
イ
フ
ス
バ
ル
ト
-５

２９
１９
９８
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

B
W
R

２５
M
W

１９
７０
/０
７
/０
２
～
１９
７１
/０
４
/２
０

グ
ロ
ス
ヴ
ェ
ル
ツ
ハ
イ
ム
(H
D
R
)

３０
２０
０６
年
完
了

設
備
・
機
器
の
解
体
撤
去
（
建
家
残
存
）

即
時
解
体

B
W
R

２５
０
M
W

１９
６７
/０
４
/１
２
～
１９
７７
/０
１
/１
３

グ
ン
ド
レ
ミ
ン
ゲ
ン
(K
R
B
-A
)　

３１
２０
１３
年

設
備
・
設
備
の
解
体
撤
去
済

即
時
解
体

H
T
G
R

１５
M
W

１９
６９
/０
５
/０
９
～
１９
８８
/１
２
/３
１

A
V
R
実
験
炉

３２
２０
１０
年

サ
イ
ト
解
放
済

安
全
貯
蔵

B
W
R

１６
M
W

１９
６２
/０
２
/０
１
～
１９
８５
/１
１
/２
５

カ
ー
ル
V
A
K

３３
２０
１９
年

解
体
中

即
時
解
体

L
M
F
B
R

２０
M
W

１９
７９
/０
３
/０
３
～
１９
９１
/０
８
/２
３

カ
ー
ル
ス
ル
ー
へ
K
N
K
- Ⅱ

３４
２０
１６
年

解
体
中

即
時
解
体

P
H
W
R

５７
M
W

１９
６６
/１
２
/１
９
～
１９
８４
/０
５
/０
３

カ
ー
ル
ス
ル
ー
エ
M
Z
F
R

３５
２０
１３
年
解
体
予
定

安
全
貯
蔵
中
（
２０
１３
年
ま
で
の
２５
年
間
）

安
全
貯
蔵

B
W
R

２６
８
M
W

１９
６８
/１
０
/０
１
～
１９
７９
/０
１
/０
５

リ
ン
ゲ
ン
(K
W
L
)

３６
２０
１４
年

解
体
中

即
時
解
体

P
W
R

１３
０２
M
W

１９
８７
/０
８
/０
１
～
１９
８８
/０
９
/０
９

ミ
ュ
ル
ハ
イ
ム
・
ケ
ー
ル
リ
ッ
ヒ

３７
１９
９５
年
完
了

解
体
及
び
サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

H
W
G
C
R

１０
６
M
W

１９
７３
/０
１
/０
１
～
１９
７４
/０
７
/２
１

ニ
ダ
ー
ア
イ
ヒ
バ
ッ
ハ
（
K
K
N
)

３８
２０
１２
年

解
体
中

即
時
解
体

P
W
R

７０
M
W

１９
６６
/１
０
/１
１
～
１９
９０
/０
６
/０
１

ラ
イ
ン
ス
ベ
ル
グ

３９
２０
１５
年

解
体
中

即
時
解
体

P
W
R

６７
２
M
W

１９
７２
/０
５
/１
９
～
２０
０３
/１
１
/１
４

シ
ュ
タ
ー
デ

４０
２０
１５
年

安
全
貯
蔵
中
（
２０
２７
年
ま
で
の
３０
年
間
）

安
全
貯
蔵

H
T
G
R

３０
８
M
W

１９
８７
/０
６
/０
１
～
１９
８８
/０
４
/２
０

T
H
T
R
-３０
０

４１
２０
１４
年

解
体
中

即
時
解
体

B
W
R

６７
０
M
W

１９
７５
/１
１
/１
１
～
１９
９４
/０
８
/２
６

ヴ
ュ
ル
ガ
ッ
セ
ン

４２
２０
２０
年

解
体
中

即
時
解
体

P
W
R

３５
７
M
W

１９
６９
/０
３
/３
１
～
２０
０５
/０
５
/１
１

オ
ビ
リ
ッ
ヒ
ハ
イ
ム

４３
未
定

未
定

未
定

P
W
R

１１
６７
M
W

１９
７４
/０
８
/２
５
～
２０
１１
/０
８
/０
６

ビ
ブ
リ
ス
A

４４
未
定

未
定

未
定

P
W
R

１２
４０
M
W

１９
７６
/０
４
/２
５
～
２０
１１
/０
８
/０
６

ビ
ブ
リ
ス
B

４５
２０
２８
年

未
定

未
定

B
W
R

７７
１
M
W

１９
７６
/０
７
/１
３
～
２０
１１
/０
８
/０
６

ブ
ル
ン
ス
ビ
ュ
ッ
テ
ル

４６
未
定

未
定

未
定

B
W
R

８７
８
M
W

１９
７７
/１
２
/０
３
～
２０
１１
/０
８
/０
６

イ
ザ
ー
ル
１

４７
未
定

未
定

未
定

B
W
R

１３
４６
M
W

１９
８３
/０
９
/２
８
～
２０
１１
/０
８
/０
６

ク
リ
ュ
ン
メ
ル

４８
未
定

未
定

未
定

P
W
R

７８
５
M
W

１９
７６
/０
６
/０
３
～
２０
１１
/０
８
/０
６

ネ
ッ
カ
ー
ヴ
ェ
ス
ト
ハ
イ
ム
１

４９
未
定

未
定

未
定

B
W
R

８９
０
M
W

１９
７９
/０
５
/０
５
～
２０
１１
/０
８
/０
６

フ
ィ
リ
ッ
プ
ス
ベ
ル
グ
１

５０
未
定

未
定

未
定

P
W
R

１３
４５
M
W

１９
７８
/０
９
/２
９
～
２０
１１
/０
８
/０
６

ウ
ン
タ
ー
ヴ
ェ
ー
ザ
ー

５１
２０
１６
年

解
体
中

安
全
貯
蔵

B
W
R

８８
２
M
W

１９
８１
/１
２
/０
１
～
１９
９０
/０
７
/０
１

カ
オ
ル
ソ

イ
タ
リ
ア

５２
２０
２２
年

解
体
中

安
全
貯
蔵

B
W
R

１６
０
M
W

１９
６４
/０
６
/０
１
～
１９
８２
/０
３
/０
１

ガ
リ
グ
リ
ア
ー
ノ

５３
２０
３５
年

解
体
中

安
全
貯
蔵

G
C
R

１６
０
M
W

１９
６４
/０
１
/０
１
～
１９
８７
/１
２
/０
１

ラ
テ
ィ
ー
ナ

５４
２０
１４
年

解
体
中

即
時
解
体

P
W
R

２７
０
M
W

１９
６５
/０
１
/０
１
～
１９
９０
/０
７
/０
１

ト
リ
ノ
・
ヴ
ェ
ル
チ
ェ
レ
ッ
セ

５５
１９
９６
年
完
了

建
物
解
体
撤
去
、
サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

B
W
R

１３
M
W

１９
６３
/１
０
/２
６
～
１９
７６
/０
３
/１
８

動
力
試
験
炉
(J
P
D
R
)

日
本

１１
基

５６
２０
２０
年

解
体
中

即
時
解
体

G
C
R

１６
６
M
W

１９
６６
/０
７
/２
５
～
１９
９８
/０
３
/３
１

東
海
発
電
所

５７
２０
３３
年

解
体
中

即
時
解
体

H
W
L
W
R

１６
５
M
W

１９
７９
/０
３
/２
０
～
２０
０３
/０
３
/２
９

「
ふ
げ
ん
」

５８

２０
３６
年

解
体
準
備
中

即
時
解
体

B
W
R

５４
０
M
W

１９
７６
/０
３
/１
７
～
２０
０９
/０
１
/３
０

浜
岡
発
電
所
１
号
機

５９
B
W
R

８４
０
M
W

１９
８７
/１
１
/２
９
～
２０
０９
/０
１
/３
０

浜
岡
発
電
所
２
号
機

６０
２０
４０
年
～
５０
年
目
標

ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
に
基
づ
き
事
前
準
備
開
始

未
定

B
W
R

４６
０
M
W

１９
７０
/１
１
/１
７
～
２０
１１
/０
５
/２
０

福
島
第
一
１
号
機

６１
２０
４０
年
～
５０
年
目
標

ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
に
基
づ
き
事
前
準
備
開
始

未
定

B
W
R

７８
４
M
W

１９
７３
/１
２
/２
４
～
２０
１１
/０
５
/２
０

福
島
第
一
２
号
機

６２
２０
４０
年
～
５０
年
目
標

ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
に
基
づ
き
事
前
準
備
開
始

未
定

B
W
R

７８
４
M
W

１９
７４
/１
０
/２
６
～
２０
１１
/０
５
/２
０

福
島
第
一
３
号
機

６３
２０
４０
年
～
５０
年
目
標

ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
に
基
づ
き
事
前
準
備
開
始

未
定

B
W
R

７８
４
M
W

１９
７８
/０
２
/２
４
～
２０
１１
/０
５
/２
０

福
島
第
一
４
号
機

６４
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廃
止
措
置
完
了

（
予
定
）
時
期

廃
止
措
置
現
状

廃
止
措
置

方
式

炉
　
型

電
気
出
力

（
グ
ロ
ス
）

運
　
転
　
期
　
間

施
　
　
設
　
　
名

国
N
o．

未
定

未
定

未
定

B
W
R

７８
４
M
W

１９
７７
/０
９
/２
２
～
２０
１３
/１
２
/１
８

福
島
第
一
５
号
機

日
本

１１
基

６５
未
定

未
定

未
定

B
W
R

１１
００
M
W

１９
７９
/０
５
/０
４
～
２０
１３
/１
２
/１
８

福
島
第
一
６
号
機

６６
２０
７５
年
頃

廃
止
措
置
計
画
準
備
中

安
全
貯
蔵

F
B
R

９０
M
W

１９
７３
/０
７
/１
６
～
１９
９９
/０
４
/２
２

B
N
-３５
０

カ
ザ
フ
ス
タ
ン

６７

未
定

運
転
停
止

未
定

L
W
G
R

１３
００
M
W

１９
８３
/１
２
/３
１
～
２０
０４
/１
２
/３
１

イ
グ
ナ
リ
ア
-１

リ
ト
ア
ニ
ア

６８
L
W
G
R

１３
００
M
W

１９
８７
/０
８
/２
０
～
２０
０９
/１
２
/３
１

イ
グ
ナ
リ
ナ
-２

６９
２０
４５
年
以
降

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

B
W
R

６０
M
W

１９
６９
/０
３
/２
６
～
１９
９７
/０
３
/２
６

ド
ー
テ
バ
ル
ト

オ
ラ
ン
ダ

７０

不
明

安
全
貯
蔵
準
備
中

安
全
貯
蔵

L
W
G
R

１０
８
M
W

１９
６４
/０
４
/２
６
～
１９
８３
/０
１
/０
１

ベ
ロ
ヤ
ル
ス
ク
-１

ロ
シ
ア

７１
L
W
G
R

１６
０
M
W

１９
６９
/１
２
/０
１
～
１９
９０
/０
１
/０
１

ベ
ロ
ヤ
ル
ス
ク
-２

７２

不
明

安
全
貯
蔵
終
了
し
解
体
中

安
全
貯
蔵

P
W
R

２１
０
M
W

１９
６４
/１
２
/３
１
～
１９
８４
/０
２
/１
６

ノ
ボ
ボ
ロ
ネ
ジ
-１

７３
P
W
R

３６
５
M
W

１９
７０
/０
４
/１
４
～
１９
９０
/０
８
/２
９

ノ
ボ
ボ
ロ
ネ
ジ
-２

７４
不
明

燃
料
撤
去
後
博
物
館
化
さ
れ
た
。

安
全
貯
蔵

L
W
G
R

６
M
W

１９
５４
/１
２
/０
１
～
２０
０２
/０
４
/２
９

オ
ブ
ニ
ン
ス
ク
A
P
S
-１

７５
２０
３３
年

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

H
W
G
C
R

１４
３
M
W

１９
７２
/１
２
/２
５
～
１９
７７
/０
２
/２
２

ボ
フ
ニ
チ
ェ
-A
１

ス
ロ
バ
キ
ア

７６

２０
２５
年

安
全
貯
蔵
準
備
中

即
時
解
体

P
W
R

４４
０
M
W

１９
８０
/０
４
/０
１
～
２０
０６
/１
２
/３
１

ボ
フ
ニ
チ
ェ
-V
１
-１

７７
P
W
R

４４
０
M
W

１９
８１
/０
１
/０
１
～
２０
０８
/１
２
/３
１

ボ
フ
ニ
チ
ェ
-V
１
-２

７８
２０
２８
年
以
降

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

G
C
R

５０
０
M
W

１９
７２
/０
５
/０
６
～
１９
８９
/１
０
/１
９

バ
ン
デ
ロ
ス
-１

ス
ペ
イ
ン

７９
２０
１６
年

廃
止
措
置
準
備
中

安
全
貯
蔵

P
W
R

１５
０
M
W

１９
６８
/０
７
/１
４
～
２０
０６
/０
４
/３
０

ホ
セ
・
カ
ブ
レ
ラ
-１

８０
未
定

未
定

未
定

B
W
R

４６
６
M
W

１９
７１
/０
３
/０
２
～
２０
１３
/０
７
/３
１

サ
ン
タ
マ
リ
ア
デ
ル
ガ
ロ
―
ニ
ャ

８１
２０
４０
年
頃

安
全
貯
蔵
準
備
中

安
全
貯
蔵

P
H
W
R

１０
M
W

１９
６４
/０
５
/０
１
～
１９
７４
/０
６
/０
２

オ
ゲ
ス
タ

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン

８２

２０
２９
年

安
全
貯
蔵
準
備
（
２０
０７
～
２０
２２
）、

解
体
（
２０
２３
年
～
）

安
全
貯
蔵

B
W
R

６１
５
M
W

１９
７５
/０
７
/０
１
～
１９
９９
/１
１
/３
０

バ
ー
セ
ベ
ッ
ク
-１

８３
B
W
R

６１
５
M
W

１９
７７
/０
３
/２
１
～
２０
０５
/０
５
/３
１

バ
ー
セ
ベ
ッ
ク
-２

８４
１９
９４
年
完
了

解
体
し
サ
イ
ト
解
放
済

安
全
貯
蔵
後

H
W
G
C
R

６
M
W

１９
６８
/０
１
/２
９
～
１９
６９
/０
１
/２
１

ル
ー
セ
ン

ス
イ
ス

８５

解
体
、
敷
地
除
染
修
復

（
２０
４６
～
２０
６５
年
）

安
全
貯
蔵
中
（
２０
４５
年
ま
で
）

安
全
貯
蔵

L
W
G
R

１０
００
M
W

１９
７８
/０
５
/２
７
～
１９
９６
/１
１
/３
０

チ
ェ
ル
ノ
ブ
イ
ル
-１

ウ
ク
ラ
イ
ナ

８６
L
W
G
R

１０
００
M
W

１９
７８
/０
５
/２
８
～
１９
９１
/１
０
/１
１

チ
ェ
ル
ノ
ブ
イ
ル
-２

８７
L
W
G
R

１０
００
M
W

１９
８２
/０
８
/２
７
～
２０
００
/１
２
/１
５

チ
ェ
ル
ノ
ブ
イ
ル
-３

８８
L
W
G
R

１０
００
M
W

１９
８４
/０
３
/２
６
～
１９
８６
/０
４
/２
６

チ
ェ
ル
ノ
ブ
イ
ル
-４

８９
２０
７９
年
ま
で
安
全
貯
蔵

後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
２０
０６
年
～
２０
１３
年
）

安
全
貯
蔵

G
C
R

１６
６
M
W

１９
６２
/０
６
/１
２
～
１９
８９
/０
３
/３
１

バ
ー
ク
レ
-１

イ
ギ
リ
ス

２９
基

９０
G
C
R

１６
６
M
W

１９
６２
/１
０
/２
０
～
１９
８８
/１
０
/２
６

バ
ー
ク
レ
-２

９１
８０
年
間（
２０
９５
年
ま
で
）

安
全
貯
蔵
後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
２０
０６
年
～
２０
１５
年
）

安
全
貯
蔵

G
C
R

１４
６
M
W

１９
６２
/０
７
/０
１
～
２０
０２
/０
３
/３
１

ブ
ラ
ッ
ド
ウ
ェ
ル
-１

９２
G
C
R

１４
６
M
W

１９
６２
/１
１
/１
２
～
２０
０２
/０
３
/３
０

ブ
ラ
ッ
ド
ウ
ェ
ル
-２

９３

８０
年
の
安
全
貯
蔵
期
間

後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
２０
０６
年
～
２０
２６
年
）

安
全
貯
蔵

G
C
R

６０
M
W

１９
５６
/１
０
/０
１
～
２０
０３
/０
３
/３
１

コ
ー
ル
ダ
ー
ホ
ー
ル
-１

９４
G
C
R

６０
M
W

１９
５７
/０
２
/０
１
～
２０
０３
/０
３
/３
１

コ
ー
ル
ダ
ー
ホ
ー
ル
-２

９５
G
C
R

６０
M
W

１９
５８
/０
５
/０
１
～
２０
０３
/０
３
/３
１

コ
ー
ル
ダ
ー
ホ
ー
ル
-３

９６
G
C
R

６０
M
W

１９
５９
/０
４
/０
１
～
２０
０３
/０
３
/３
１

コ
ー
ル
ダ
ー
ホ
ー
ル
-４

９７
６５
年
間（
２０
８１
年
ま
で
）

安
全
貯
蔵
後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
１９
９５
年
～
２０
１６
年
）

安
全
貯
蔵

G
C
R

１７
３
M
W

１９
６４
/０
２
/０
５
～
１９
９０
/０
３
/３
０

ハ
ン
タ
ー
ス
ト
ン
-A
１

９８
G
C
R

１７
３
M
w

１９
６４
/０
７
/０
１
～
１９
８９
/１
２
/３
１

ハ
ン
タ
ー
ス
ト
ン
-A
２

９９
８０
年
間（
２０
９５
年
ま
で
）

安
全
貯
蔵
後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
２０
０４
年
～
２０
１４
年
）

安
全
貯
蔵

G
C
R

２６
７
M
W

１９
６５
/０
３
/３
０
～
２０
００
/０
５
/２
３

ヒ
ン
ク
レ
ー
ポ
イ
ン
ト
-A
１

１０
０

G
C
R

２６
７
M
W

１９
６５
/０
５
/０
５
～
２０
００
/０
５
/２
３

ヒ
ン
ク
レ
ー
ポ
イ
ン
ト
-A
２

１０
１



－　２５　－

廃
止
措
置
完
了

（
予
定
）
時
期

廃
止
措
置
現
状

廃
止
措
置

方
式

炉
　
型

電
気
出
力

（
グ
ロ
ス
）

運
　
転
　
期
　
間

施
　
　
設
　
　
名

国
N
o．

２１
０１
年
終
了
予
定

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
２０
１３
年
～
２０
２７
年
）

安
全
貯
蔵

G
C
R

２３
０
M
W

１９
６７
/１
１
/０
７
～
２０
１２
/０
２
/２
９

オ
ー
ル
ド
ベ
リ
ー
　
A
１

イ
ギ
リ
ス

２９
基

１０
２

２１
０１
年
終
了
予
定

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
２０
１３
年
～
２０
２７
年
）

安
全
貯
蔵

G
C
R

２３
０
M
W

１９
６８
/０
４
/０
６
～
２０
１１
/０
６
/３
０

オ
ー
ル
ド
ベ
リ
ー
　
A
２

１０
３

２０
８８
年
ま
で
安
全
貯
蔵

後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
１９
９５
年
～
２０
１２
年
）

安
全
貯
蔵

G
C
R

２３
６
M
W

１９
６５
/０
３
/２
４
～
１９
９１
/０
２
/０
６

ト
ロ
ー
ス
フ
ィ
ニ
ッ
ド
-１

１０
４

G
C
R

２３
６
M
W

１９
６５
/０
３
/２
４
～
１９
９１
/０
２
/０
４

ト
ロ
ー
ス
フ
ィ
ニ
ッ
ド
-２

１０
５

２１
０２
年
ま
で
安
全
貯
蔵

後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
２０
０９
年
～
２０
１７
年
）

安
全
貯
蔵

G
C
R

２４
５
M
W

１９
６６
/０
３
/２
５
～
２０
０６
/１
２
/３
１

サ
イ
ズ
ウ
ェ
ル
-A
１

１０
６

G
C
R

２４
５
M
W

１９
６６
/０
９
/１
５
～
２０
０６
/１
２
/３
１

サ
イ
ズ
ウ
ェ
ル
-A
２

１０
７

２１
０２
年
ま
で
安
全
貯
蔵

後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
２０
０９
年
～
２０
１７
年
）

安
全
貯
蔵

G
C
R

２３
０
M
W

１９
６５
/１
０
/２
８
～
２０
０６
/１
２
/３
１

ダ
ン
ジ
ネ
ス
-A
１

１０
８

G
C
R

２３
０
M
W

１９
６５
/１
２
/３
０
～
２０
０６
/１
２
/３
１

ダ
ン
ジ
ネ
ス
-A
２

１０
９

２１
１６
年
ま
で
安
全
貯
蔵

後
解
体
、
２１
２８
年
に
サ

イ
ト
解
放
予
定

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
２０
１１
年
～
２０
１８
年
）

安
全
貯
蔵

G
C
R

６０
M
W

１９
５９
/０
３
/０
１
～
２０
０４
/０
６
/２
９

チ
ャ
ペ
ル
ク
ロ
ス
-１

１１
０

G
C
R

６０
M
W

１９
５９
/０
３
/０
１
～
２０
０４
/０
６
/２
９

チ
ャ
ペ
ル
ク
ロ
ス
-２

１１
１

G
C
R

６０
M
W

１９
５９
/０
３
/０
１
～
２０
０４
/０
６
/２
９

チ
ャ
ペ
ル
ク
ロ
ス
-３

１１
２

１
～
３
号
機
と
同
じ

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
２０
１１
年
～
２０
１８
年
）

安
全
貯
蔵

G
C
R

６０
M
W

１９
５９
/０
３
/０
１
～
２０
０４
/０
６
/２
９

チ
ャ
ペ
ル
ク
ロ
ス
-４

１１
３

２１
０１
年
終
了
予
定

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
２０
１４
年
～
２０
２７
年
）

安
全
貯
蔵

G
C
R

５５
０
M
W

１９
７１
/６
/２
１
～
２０
１２
/０
４
/２
５

ウ
イ
ル
フ
ァ
ー
-２

１１
４

２０
２４
年

解
体
中

即
時
解
体

F
B
R

１４
M
W

１９
６２
/１
０
/０
１
～
１９
７７
/０
３
/０
１

ド
ン
レ
ー
D
F
R

１１
５

２０
２４
年

解
体
中

即
時
解
体

F
B
R

２５
０
M
W

１９
７６
/０
７
/０
１
～
１９
９４
/０
３
/３
１

ド
ン
レ
ー
P
F
R

１１
６

２０
３５
年

解
体
中

解
体
へ
変
更

G
C
R

３６
M
W

１９
６３
/０
２
/０
１
～
１９
８１
/０
４
/０
３

ウ
イ
ン
ズ
ケ
ー
ル
 W
A
G
R

１１
７

２０
４２
年
へ
変
更

解
体
中
（
２０
１５
年
完
了
予
定
）

解
体
へ
変
更

H
W
L
W
R

１０
０
M
W

１９
６８
/０
１
/０
１
～
１９
９０
/０
９
/１
１

ウ
イ
ン
フ
リ
ス
 S
G
H
W
R

１１
８

２０
０７
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

B
W
R

７１
M
W

１９
６５
/１
１
/０
１
～
１９
９７
/０
８
/２
９

ビ
ッ
グ
ロ
ッ
ク
ポ
イ
ン
ト

ア
メ
リ
カ

３４
基

１１
９

２０
１９
年
完
了
予
定

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

B
W
R

２４
M
W

１９
５７
/１
０
/１
９
～
１９
６３
/１
２
/０
９

G
E
 バ
レ
シ
ト
ス

１２
０

不
明

不
明

安
全
貯
蔵

P
W
R

８９
０
M
w

１９
７７
/０
３
/１
３
～
２０
１３
/０
２
/０
５

ク
リ
ス
タ
ル
リ
バ
ー
-３

１２
１

２０
０９
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

安
全
貯
蔵

H
W
L
W
R

１９
M
W

１９
６３
/１
２
/１
８
～
１９
６７
/０
１
/０
１

C
V
T
R

１２
２

２０
３６
年
完
了
予
定

安
全
貯
蔵
中
（
２０
０７
年
～
２０
２７
年
）

安
全
貯
蔵

B
W
R

２０
７
M
W

１９
６０
/０
７
/０
４
～
１９
７８
/１
０
/３
１

ド
レ
ス
デ
ン
-１

１２
３

１９
７４
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

B
W
R

２４
M
W

１９
６４
/０
７
/０
１
～
１９
６８
/０
２
/０
１

エ
ル
ク
リ
バ
ー

１２
４

２０
１２
年
予
定

解
体
中

安
全
貯
蔵

F
B
R

６５
M
W

１９
６６
/０
８
/０
５
～
１９
７２
/０
９
/２
２

エ
ン
リ
コ
・
フ
ェ
ル
ミ
-１

１２
５

未
定

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

F
B
R

２０
M
W

１９
６５
/０
１
/０
１
～
１９
９４
/０
９
/０
１

E
B
R
- Ⅱ

１２
６

７５
年
間
IS
S
後
解
体

IS
S
（
繭
化
）
方
式
の
安
全
貯
蔵
準
備
中

安
全
貯
蔵

L
W
G
R

８６
０
M
W

１９
６６
/０
４
/０
１
～
１９
８８
/０
２
/０
１

ハ
ン
フ
ォ
ー
ド
Ｎ
原
子
炉

１２
７

１９
９７
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

H
T
G
R

３４
２
M
W

１９
７９
/０
７
/０
１
～
１９
８９
/０
８
/２
９

フ
ォ
ー
ト
・
セ
ン
ト
・
ブ
レ
イ
ン

１２
８

２０
０７
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

P
W
R

６０
３
M
W

１９
６８
/０
１
/０
１
～
１９
９６
/１
２
/０
５

ハ
ダ
ム
ネ
ッ
ク
（
C
・
Y
）

１２
９

１９
６９
年
完
了

隔
離
中
（
１０
０
年
以
上
）

遮
へ
い
隔
離

そ
の
他

８４
M
W

１９
６３
/１
１
/０
１
～
１９
６４
/０
９
/０
１

ハ
ー
ラ
ム

１３
０

２０
１５
年
完
了
予
定

解
体
中

安
全
貯
蔵
後

B
W
R

６５
M
W

１９
６３
/０
８
/０
１
～
１９
７６
/０
７
/０
２

フ
ン
ボ
ル
ト
・
ベ
イ
-３

１３
１

２０
２６
年
完
了
予
定

安
全
貯
蔵
中
（
～
２０
１３
年

安
全
貯
蔵

P
W
R

２７
７
M
W

１９
６２
/１
０
/０
１
～
１９
７４
/１
０
/３
１

イ
ン
デ
ア
ン
・
ポ
イ
ン
ト
-１

１３
２

２０
２６
年
完
了
予
定

解
体
予
定

安
全
貯
蔵

B
W
R

５３
M
W

１９
６９
/１
１
/０
７
～
１９
８７
/０
４
/３
０

ラ
ク
ロ
ス

１３
３

２０
０５
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

P
W
R

９０
０
M
W

１９
７２
/１
２
/２
８
～
１９
９７
/０
８
/０
１

メ
イ
ン
ヤ
ン
キ
ー

１３
４

未
定

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

B
W
R

６８
４
M
W

１９
７１
/０
３
/０
１
～
１９
９８
/０
７
/０
１

ミ
ル
ス
ト
ン
-１

１３
５

２０
０７
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

安
全
貯
蔵

B
W
R

６６
M
W

１９
６６
/０
７
/０
２
～
１９
６７
/１
０
/０
１

パ
ス
フ
ァ
イ
ン
ダ
ー

１３
６

２０
３４
年
以
降
予
定

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

H
T
G
R

４２
M
W

１９
６７
/０
６
/０
１
～
１９
７４
/１
１
/０
１

ピ
ー
チ
ボ
ト
ム
-１

１３
７



－　２６　－

廃
止
措
置
完
了

（
予
定
）
時
期

廃
止
措
置
現
状

廃
止
措
置

方
式

炉
　
型

電
気
出
力

（
グ
ロ
ス
）

運
　
転
　
期
　
間

施
　
　
設
　
　
名

国
N
o．

１９
６９
年
完
了

隔
離
中
（
放
射
能
減
衰
に
１２
０
年
以
上
）

遮
へ
い
隔
離

そ
の
他
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－　２７　－

　前報告から平成２６年１０月末までの外部機関委員会等への参加者は以下の通りである。

開催日時参加者氏名委員会等の名称外部機関名
６月２２日、７月２２日、
　　９月２６日澁谷　　進平成２６年度第３～５回研究会原子力デコミッショ

ニング研究会
９月２日澁谷　　進平成２６年度研修特別講師日本下水道事業団

９月１９日澁谷　　進ふげん廃止措置技術専門委員会日本原子力研究開発
機構

１０月７日澁谷　　進平成２６年度研修講師日本産業廃棄物処理
振興センター

１０月７日榎戸　裕二２１世紀の原子力発電廃止措置の
あり方に関する調査検討委員会

エネルギー総合工学
研究所

委員会等参加報告

１．理事会及び評議員会の開催
（１）　第４回理事会及び第３回評議員会を決議省略の方法により行い、後任理事及び後任評

議員の選任について、原案通り承認された。

２．人事異動
〇理事
　新任（９月１２日付） 退任（８月８日付）
　　尾野　昌之 　富岡　義博
　　（電気事業連合会　原子力部長）

〇評議員
　新任（９月１２日付）
　　小野田　聡
　　（電気事業連合会　専務理事）

総務部から



－　２８　－

第26回「報告と講演の会」
ご　案　内

　当センター主催の第２６回「報告と講演の会」を以下の通り開催します。当センターの事業報告
をさせて頂くとともに、特別講演等を予定しております。皆様奮ってのご来場をお待ち申し上
げます。

開催日時：平成２７年１月２３日（金）　１３：３０～１７：００
開催場所：東京都港区赤坂１－９－１３　三会堂ビル９階　石垣記念ホール

プログラム

（１）主催者挨拶　　理事長　菊池　三郎

（２）ご　挨　拶　　文部科学省　研究開発局　原子力課
　　　　　　　　　　　　　　　　放射性廃棄物企画室長　西田　亮三　殿

（３）特 別 講 演　　「福島、チェルノブイリ、そしてウクライナ危機」
　　　　　　前ウクライナ駐箚日本国特命全権大使、元文部科学事務次官　坂田　東一　殿

事業報告

（１）「平成２６年度事業計画の進捗状況」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企画部長　菊池　　孝

（２）「研究施設等廃棄物の処理事業への取り組み」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　廃棄物処理事業推進部
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　設備設計担当部長　秋山　武康

（３）「福島環境回復支援に向けた韓国KEPCO E＆Cとの共同試験」
　　　－焼却飛灰のセシウム除染実証試験－
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企画部　調査役　金田健一郎

（４）「福島原発廃炉に向けた取り組み」
　　　－燃料デブリ取出しの代替工法の検討－
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企画部　調査役　河西　善充
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　平成２３年３月１１日に発生した東京電力福島
第一原子力発電所の事故においては、平成１１
年のJCO事故を契機に締結した「原子力災害
時における原子力事業者間協力協定（以下、
「協定」と略）」に基づき、原子力事業者（東
電を除く電力８社、日本原電、電源開発及び
日本原燃）は、住民の皆さまの一時帰宅等の
際の放射能スクリーニング検査、福島県内各
地の環境放射線モニタリング等を実施した。
これまで一日で最大約３００人、延べ６万人の
人員を派遣し、全面マスク、タイベックスー
ツなどの放射線防護機材や、放射線量の計測
器（GMサーベイメータ約１００台、個人線量計
約６００台）など、復旧作業に必要な物資を提供
した。
　支援の規模が大きかったことから、平成２３
年４月には電気事業連合会に福島支援本部を
設置し、これら支援業務の電力間調整等を
行った。なお、協定については、これら福島
第一原子力発電所事故の対応実績等を踏ま
え、住民避難支援を明記し、要員、提供資機
材を拡大するなど、随時充実してきていると

ころである。
　一方で、福島第一原子力発電所事故では対
応できなかった原子力事故の収束活動そのも
のへの支援の取り組みとして、日本原電敦賀
総合研修センター内に原子力緊急事態支援セ
ンターを設置しており、原子力災害が発生し
た場合には、偵察用、作業用ロボット、除染
資機材を送り込めるよう配備するとともに、
その操作の訓練を実施して、事故を起こした
事業者の収束活動を支援することにしてい
る。なお、２０１５年度には、福井県を拠点に、
本センターを発展させて本格運用組織を設置
する予定である。
　原子力発電所等の安全確保については、新
規制基準に的確に対応することはもとより、
更なる安全性向上を目指し、自主的・継続的
な取り組みを進めているが、「絶対的な安全
はない」との考えのもと、このような防災対
策についても、業界一丸となって取り組み、
原子力の安全性について、立地地域をはじ
め、広く社会の皆さまにご理解いただけるよ
う努力を積み重ねていく所存である。
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電気事業連合会　専務理事・福島支援本部長　　
　小野田　聡

原子力事業者における防災対策への取り組み

（公財）原子力バックエンド推進センター


